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法律科目試験「民法」問題の出題趣旨・解説

【出題趣旨・解説】 
問（１） 
    借地借家法 19 条に基づく代諾許可申立ての制度に想到させる趣旨である。 

 ＡＢ間の甲土地賃貸借契約は、賃借人Ｂが甲土地上に建物を所有することを目的として
締結されたものであるから、借地借家法上の借地契約に当たる。Ｂがその目的に沿って建
築して所有する乙建物を第三者Ｃに売却することには、甲土地賃借権が乙建物所有権に従
たる権利としてＢからＣに譲渡されることを伴うところ、甲土地賃借権の譲渡に賃貸人Ａ
が承諾（民 612 条 1 項）を与えないときには、Ｂは、甲土地賃借権をＣに譲渡してもＡに

不利となるおそれがないと認められる事情の存在を実体要件として、裁判所に対し、Ａの
承諾に代わる裁判所の許可がＢに与えられるよう、申し立てることができる。 

問（２） 
 不動産賃借人の交替に伴い、敷金返還請求権が新賃借人に承継されるかどうかの問題に
想到させる趣旨である。 
 この問題につき、民法 622 条の 2 第 1 項 2 号は、かねての判例の立場を踏襲し、敷金返

還請求権は新賃借人に承継されず、旧賃借人の賃貸人に対する権利として、賃借人が適法
に賃借権を譲り渡したときに具体化するものと定めた。したがって、本件では、Ｂが裁判
所の代諾許可を得たうえで乙建物をＣに売却した時点で、ＢのＡに対する敷金返還請求権
が、ＡＢ間の賃貸借契約上のＢの残存債務額を控除した範囲で、具体的に発生することに
なる。 

問（３） 
 所有権に基づく請求を受けた占有者が、所有権の対抗力を対抗要件主義に基づいて争い、

また、占有について正権原を主張して争うことができることに想到させる趣旨である。 

 本件は、ＤがＣに対し、甲土地所有権に基づく甲土地明渡請求権に基づき、乙建物の収

去と甲土地の明渡しを求める事案である。その請求は、Ａが所有していた甲土地をＡがＤ

に売却したこと及び甲土地上にＣ所有の乙建物が現存することによって、理由づけられる。 
 民法 177 条は、不動産物権変動の対抗力を争う資格を、登記の欠缺を主張する正当の利

益を有する第三者に付与する規定であるから、Ｃは、自己がＤの所有権取得につき登記の
欠缺を主張する正当の利益を有する第三者に当たることの具体的事実として、Ｂから甲土



地賃借権を譲り受けたことを主張し、そのうえで、Ｄが甲土地所有権の取得につき所有権
移転登記を備えるまではＤの甲土地所有権取得を認めないとの権利主張をして、Ｄの請求
を争うことができる。本件が訴訟事案であれば、対抗要件の抗弁と呼ばれる主張である。 

 また、占有者は、所有者に対抗できる占有正権原の取得をもって、所有権に基づく返還
請求を争うことができる。したがって、Ｃは、ＡＢ間の建物所有目的での甲土地賃貸借契
約締結、裁判所の代諾許可を得てしたＢＣ間の（乙建物売却に伴う）甲土地賃借権譲渡、

及び、借地借家法 10 条に基づく借地権の第三者対抗要件としてＣが乙建物につき自己名
義で所有権移転登記を備えたこと、以上の事実を主張して、Ｄの請求を争うことができる。
本件が訴訟事案であれば、占有権原の抗弁と呼ばれる主張である。 

 
問（４） 
 ＤがＣに対して賃貸人の地位に基づいて賃料を請求することができるための要件事実を

理解させ、Ｄの賃貸人の地位取得の対抗力を対抗要件主義に基づいて争うことができるこ
とに想到させる趣旨である。 
 Ｃに対するＤの甲土地賃貸人の地位の取得は、民法 605 条の 2 第 1 項の規定に従い、Ｃ

は、ＡＢ間の建物所有目的での甲土地賃貸借契約締結、ＢＣ間の乙建物売却、これに伴う
ＢＣ間の甲土地賃借権譲渡につき裁判所の代諾許可、借地借家法 10 条に基づく借地権の
第三者対抗要件としてＣが乙建物につき自己名義で所有権移転登記を備えたこと、及び、

Ａが所有していた甲土地をＡがＤに売却したこと、以上の事実によって認められる。 
 そのうえで、賃貸人の賃料請求は、賃貸借契約に基づいて賃貸借目的物を賃借人に引き
渡し、かつ、その後に賃料支払時期が到来したことを必要とする。賃料支払時期は民法 614

条の定めるところであり（ただし任意規定）、本件甲土地は宅地であるから、賃貸借契約に
基づく引渡し後の毎月末に当月分の賃料請求が可能となる（特約があれば特約の趣旨に従
う）。したがって、ＢＣ間の乙建物売却とこれに伴う甲土地賃借権譲渡に基づいて甲土地が

ＢからＣに引き渡され、その後、毎月末の到来の事実を加えて、それまでの賃料請求を、
ＤはＣに対してすることができる。 
 つぎに、Ｄの賃料請求に対しては、Ｃにおいて、民法 605 条の 2 第 3 項の定める対抗要

件主義に基づき、Ｄ自身が認めるＣの甲土地賃借人として、Ｄが甲土地所有権取得につき
所有権移転登記を備えるまではＤがＣに対する甲土地賃貸人となったことを認めない、と
の権利主張をして、Ｄの請求を争うことができる。 

 
問（５） 
 不動産賃貸人の交替に伴い、敷金返還義務が新賃貸人に承継されるかどうかの問題に想

到させる趣旨である。 
 判例上、敷金返還義務は原則として承継されるべきものとされているから、Ｃが敷金返



還を請求することができる相手方は、原則としてＤである。また、その請求ができるよう
になるのは、民 622 条の 2 第 1 項 1 号の規定に従い、ＤＣ間の甲土地賃貸借契約の終了に
基づいてＣがＤに甲土地を明け渡した時である。 

 
 

以 上 


